
令和８年度　施策評価シート《佐賀市未来共創プラン》

05

355.1 億円

重点ポイント

・農林水産業の担い手を育てること
・農地・森林の集積・集約化によって、効率的な経
営や整備を進めること
・佐賀が誇る海苔の生産が安定すること

目指す姿や重点ポイントと現状のギャップ

・高齢化や後継者の不足が進み、農林水産業の担い手が減少している。
・農業は、小規模な経営体の割合が多く、収益性が課題となっている。
・森林所有者の高齢化、市外への居住等により、森林の管理が不十分である。
・有明海の海況等の影響を受け、海苔の生産枚数が不安定である。

新しい技術の開発や導入、活用などによって、農林水産業のあり方は大きく変わっていきます。わたしたちが目指すのは
「こどもたちが憧れ、将来の職業として農林水産業をしごとに選ぶ」まちです。佐賀が持つ豊かな農林水産の資源が次世代
に引き継がれていくように、「スマートに稼げる農林水産業」というイメージの定着を図ります。

2040年に目指す市民等の姿《総合計画》

1 市民は、農業に魅力を感じ、豊かな農産物を誇りに思って暮らしている。
2 市民は、森林資源を循環利用することで、豊かな森の恵みを感じながら暮らしている。
3 市民は、有明海を守り、豊かな海の恵みを感じながら暮らしている。

政　　策 農林水産 こどもたちが農林水産業をしごとに選ぶまち

目標値
Ｒ１０年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ１０年度

政
策
の
ゴ
ー
ル

農林水産業産出願

基準値 実績値

Ｒ５年度

351.8 億円 355.1 億円 425.9 億円

425.9 億円
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440.0 億円

Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ１０年度

実績値 目標値



施　　策 05-3 未来を担う人材の育成 施策統括責任課 農業振興課

重点的に取り組む施策の方向性

関係課 農業振興課、水産振興課、森林整備課

《総合評価》総括と今後の主な取組
●施策の成果指標である「新規就業者数」は、令和５年度の３３人から減少傾向にあり、令和７年度時点で
２８人にとどまるなど、令和１０年度の最終目標である４３人を大きく下回っており、新たな担い手確保は
大きな課題となっている。
　分野別で、農業においては「トレーニングファームやトレーナー制」の応募数が募集人員に達しておら
ず、当初期待された効果を十分に発揮できていない。この背景の一つには、就農初期における資機材等への
投資費用の高騰という課題がある。
　林業においては、成果指標である林業従事者数を確保できているものの、新たな担い手は減少傾向にあ
る。
　また、水産業では、重点事業「漁業後継者の資格取得等への支援」について、令和７年度の実績は目標値
に達していないものの、前年度に比べて増加しており、関係機関との連携も含め、新規就業者の確保・育成
に一定の効果が認められる。

以上の現状と課題を踏まえ、今後の主な取組は次のとおりとする。
・農業では、初期投資費用の負担軽減に向け、独自の支援制度の見直しや要件緩和を図る。
・林業では、林業体験事業を推進し、インターンシップ参加者や新規就業者への柔軟な支援を通じて新規就
業の促進と担い手の確保・育成を目指す。
・水産では、引き続き漁業後継者の資格取得への支援を継続し、さらなる担い手確保に努める。
・これらにより、農林水産業での新規就業者数の確保にむけ、事業内容の見直しや手法の改善を図ってい
く。

年度別　主な取組内容

・小さい頃から農林水産業に触れる機会を提供し、農林水産業への市民の関心を高めます。
・農林水産業の担い手となる意欲ある新規就業者を確保・育成するための取り組みを行い、多様な担い手の
育成や労働力の確保に努めます。

●トレーニングファーム整備
推進事業　610万円（1団体）
●経営発展のための機械・施
設の導入 2,727万円 (5人）
●就農後最大3年間の資金交
付
　913万円（18人）
●担い手育成のための機械導
入や研修会経費の助成
　577万円（127件）
●農業体験ツアー等176万円
（のべ参加者数：169人）
●市民農園体験249万円（参
加登録者数：90人）
●佐賀平野特有のクリークの
原風景を残す公園の管理運営
2,144万円（公園面積：4.1

㏊）

●高校生を対象とした就業体
験を実施し、森林・林業への
関心を高める林業への就業促
進　22万円　（参加者10名）
●林業の担い手育成研修73万
円　（参加者5名）
●漁業後継者の育成補助9万
円（新規就業者7名）

Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ１０年度



43

Ｒ９年度 Ｒ１０年度

分
析

水産業は近年１０名弱の新規就業者はあるものの、海況の影響等による収入の不安定さや設備投資等コスト髙
などから減少傾向が続いている。
林業は、厳しい労働環境や他産業との賃金差などにより人材確保が難しく、また、受入事業体の育成・雇用能
力にも限りがあるため、新規就業者数が大きく増加しにくい状況にある

成果指標

指
標
①

農林水産業の新規就業者数（農林
水産業合算）

基準値 目標値 実績値

33 43 28

Ｒ５年度 Ｒ１０年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

28 
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28 ～

単
位

重点的に取り組む事業　①

トレーニングファームやトレーナー制による新規就農者の確保・育成

成果

【トレーニングファーム整備推進事業（佐賀市トレーニングファーム）】
 当事業で整備した専用の研修施設の活用と、専任講師による技術指導により、研修生の技術習得を図った。就農に向
けて、関係機関が一体となって農地のあっせんや補助事業活用のサポートを行った結果、令和７年度は新たに１組１名
が新規就農し、富士町のホウレンソウ農家となった。
 また、令和７年度から開始するトレーニングファーム研修生については、就農相談会への出展、ホームページへの掲
載、ＳＮＳ等の活用により事業の周知を図った結果、２組３名の応募があり、うち１組２名が新たな研修生となった。
【チャレンジファーム推進事業（ピーマンチャレンジファーム）】
 関係機関やトレーナーによる実践的な研修を実施した結果、令和７年度は新たに１組１名が新規就農者として、三瀬
村のピーマン農家となった。

事業概要・
目的

富士町内に住み、ホウレンソウ農家を目指す人を多方面（県外、農外を含む）から募集し、ト
レーニングファーム専用の施設において２年間の研修を実施する。研修から就農までをＪＡ、
市、県、地域・生産部会が一体となって支援することで、地域農業の担い手となる新規就農者を
確保・育成し、富士町の特産物であるホウレンソウの産地を維持する。

問題点とその要因

 佐賀市トレーニングファームでは、令和７年度の研修生受け入れにおいて、募集人員「２組４名」に対
し、実績は１組２名であり、目標を下回る結果となった。主な要因は、以下の２点である。
・獲得競争の激化：県内で最も早くトレーニングファームを開始したが、現在では他県や県内他市町でもト
レーナー制を用いた研修施設が普及しており、県内に２か所あった研修施設が、現在は１５か所（７.５
倍）へと急増しており、研修希望者の選択肢が増加したことで獲得競争が激化している。
・初期投資の増大：近年の物価高騰の影響により、ハウス建設費や資材費などの初期投資費用が年々増加し
ている。これにより、就農希望者が抱える初期の経済的リスクや心理的負担が増大しており、応募を躊躇す
る一因となっている。

今後の取組方針

　新規就農者の確保に向け、各種相談会やＳＮＳ等の多角的なメディアを活用し、当地域の魅力や充実した
研修制度を積極的に発信することで、多様な就農希望者の受入につなげる。
　また、物価高騰による負担を緩和すべく、独自の就農支援補助金を見直し、支援額を増額することで、就
農初期の経済的リスクを直接的に軽減し、応募のハードルを下げ、募集人員の増加を図る。

主な重点取組事業

1

事業名 トレーニングファーム整備推進事業

担当課 農業振興課 事業期間 平成 年度

該当年度
取組実績

・研修生募集活動 : 就農相談会出展４回、広告掲載１０件、短期研修２回
・居住・移住等支援金 : 住宅借上４件、家賃助成３組、移住費用助成１組
・研修生用家屋の修繕、ハウスクリーニング ４件

成
果

指標 トレーニングファーム研修参加者数（累計） 人

年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

達成状況 達成できていない

Ｒ９年度 Ｒ１０年度

目標値 28

決
算
額

年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度

（※職員人件費は含まない）　　（千円）

32

実績値 18

総事業費 6,101千円

うち市費 1千円

Ｒ１０年度
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単
位

総事業費 5,838千円

うち市費 5,838千円

Ｒ１０年度

決
算
額

年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度

（※職員人件費は含まない）　　（千円）

担当課 農業振興課 事業期間

達成状況 概ね達成している

年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ１０年度

目標値 130 130 130 130

指標 担い手育成・確保に係る補助件数 件

事業概要・
目的

本市農業の進展およびその担い手の育成に寄与する、新技術または新規作物等の導入に要
する経費に対し、予算の範囲内において補助金を交付する。また、次世代を担う若手農業
者が農業経営に関する研修会、経理講習会、先進地視察等へ積極的に参加することを促
し、その育成を図る。

該当年度
取組実績

・農業経営改善計画等作成指導・新規就農相談等への対応　329件
・農業用機械購入補助　16件
・研修会等の開催・参加補助　111件
・農作業事故防止啓発活動　5回

実績値 127

平成 年度

問題点とその要因

主な重点取組事業

今後の取組方針

　今後は新技術に対応した機械導入の支援対象を柔軟に拡充する。これにより、新規就農者や多様な経営体が
参入・定着しやすい環境を整え、地域農業における新たな担い手の確保につなげていく。
　併せて、希望者が多いドローン教習や大型特殊免許等の資格取得のための専門研修の受講支援を継続し、若
手や後継者が高度な技術・経営ノウハウを早期に習得できる機会を確保する。これらを通じて次世代の中核人
材を育成し、本市農業の生産性向上と、多様な担い手の確保・育成を図っていく。

1

事業名 担い手育成・確保事業

令和 年度

成
果

重点的に取り組む事業　②

企業参入、農福連携の推進など、多様な担い手の確保・育成

成果

　本市農業の多様な担い手の確保・育成を目指し、農業者１６経営体に対して新技術や新規作物の導入に要す
る経費を補助した。具体的には、肥料散布機、排水対策用機械、草刈機械などの省力化機械の導入を促し、栽
培の効率化を支援した。これにより、意欲ある農業者による先進的な取り組みが実践され、地域農業の技術革
新に向けた確かな基盤を構築できた。
　併せて、若手農業者を対象とした経営・経理講習会等へ９団体、農業体験学習の開催へ２団体の参加・活動
を支援したほか、ドローン認定教習の受講支援（２５名）、大型特殊自動車免許等の取得支援（７５名）など
を実施した。その結果、受講した若手農業者の経営能力向上や農作業の効率化が図られるなど、確かな育成成
果を得た。

　新技術の導入支援においては、近年の資材高騰や労働力不足を背景に、省力化技術への需要が急速に高まっ
ているが、小規模経営や多様な作物を栽培する農業者個々のニーズに十分対応しきれていない点が課題であ
る。要因として、現行の補助では、対象を大豆不耕起播種機や水稲直播用機械、排水対策用機械、肥料散布
機、草刈用機械、新規作物栽培用機械と特定機種に限定していることにある。

127 
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Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ１０年度

実績値 目標値
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問題点とその要因

主な重点取組事業

重点的に取り組む事業　③

小学校等における米づくり体験や市民農園など市民が農業に触れる機会の提供

成果

　子どもから大人まで幅広い世代が農業に親しむ機会の創出を図るため、幼稚園や小中学校が実施する農業体験活動を支援
し、児童生徒が土にふれ、作物を育てる喜びや農業の重要性を学ぶ機会を提供した。また、都市部における農業との接点づく
りを推進するため、街なかで気軽に農作業を体験できる体験農園を年１２回実施し、７５人（延べ２９２人）が参加するな
ど、市民の農業への関心喚起に寄与した。
　加えて、市内１３か所の市民農園では、５０１区画中３９９区画が利用され、利用率７９.６％を維持するなど、１８８人
の市民が継続的に農業に親しむ場として活用された。
　これらの取組により、市民が農業に触れる機会を継続的に確保することができた。
　また、農業体験や市民農園の利用を通じて、市民の農業や食に対する関心・理解の向上が図られるとともに、子どもから大
人まで幅広い世代が農業に親しむ環境づくりが進み、食と農の大切さへの理解促進や地産地消意識の醸成につながった。

　市民が農業に触れる機会は一定程度確保できているものの、農業体験への参加や市民農園の利用は一部の関心層にとどまっ
ており、市民全体への農業理解の浸透や参加者の拡大には至っていない。
　その要因として、農業体験や市民農園に関する情報が十分に行き届いていないことに加え、就労世代や若年層にとって参加
しやすい日時や機会が限られていること、また、栽培技術への不安や継続的な管理負担が利用の障壁となっていることが考え
られる。

今後の取組方針

　農業体験や市民農園への参加者拡大を図るため、ＳＮＳやホームページ、学校・地域団体等と連携した情報発信を強化し、
事業の認知度向上に取り組む。
　また、市民農園については、未利用区画の解消に向けた利用促進を図るとともに、市民が継続的に農業に親しむことができ
る環境づくりを推進し、市民の農業への関心・理解の向上につなげて行く。

1

事業名 市民農園運営経費

担当課 農業振興課 事業期間 平成 年度 令和 年度

事業概要・
目的

　市民が農業に親しみ、農業や食への理解を深めるとともに、生産者と消費者の交流促進を図るため、
佐賀市三瀬体験農園及び街なか体験農園を運営し、農作業や収穫体験など農業に触れる機会を提供して
いる。
　また、農家等が開設・運営する市民農園の広報支援を行うことで、市民が継続的に農業に親しむこと
ができる環境づくりを推進している。

90 90 90 90

該当年度
取組実績

〇三瀬体験農園の運営 　年間開園日数：68日、登録者数：15人
〇街なか体験農園　夏野菜コースの開催：6回、登録者数：42人
　　　　　　　　　冬野菜コースの開催：6回、登録者数：33人
〇市民農園開設状況　13園（新規開設：1園、閉鎖：2園）契約者数：188人（対前年：+10人）

年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ１０年度

実績値 79.6

目標値

達成状況 達成できていない

決
算
額

年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ１０年度

（※職員人件費は含まない）　　（千円）

成
果

指標 市内の市民農園利用率 ％

イメージ図等
総事業費 2,490千円

うち市費 2,490千円

79.6 

90 90 90 90 
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元 ～

単
位

問題点とその要因

　

重点的に取り組む事業　④

こどもから大人まで段階に合わせた林業体験の実施

成果

【森林経営管理事業】林業の担い手確保を図るため、高校生を対象に、チェーンソーや高性能林業機械の操
作、製材所の見学、木工製作など、林業の仕事を体験するプログラムを実施し、林業への理解と地域林業へ
の就業意欲の向上を図った。
　また、林業の担い手の育成・確保を図るため、市内で林業の担い手として活動する人、目指す人（概ね60
歳未満）を対象に、森林・林業に関する基礎知識や安全作業、チェーンソーの取扱いなど、林業に必要な知
識・技術を習得する研修を開催した。

　市内の林業従事者数は、平成24年度の58名から令和7年度には43名へと約3割減少しており、将来にわたり
森林整備を担う人材の育成及び確保が課題となっている。
　森林や林業に触れる機会が少ないことに加え、実際の作業現場や林業機械に接する機会、林業従事者から
直接話を聞く機会が限られているため、森林・林業の役割や仕事への理解が十分に進まず、林業を職業とし
て選択するきっかけが少ないことが要因と考えられる。

今後の取組方針

　子どもから大人まで、それぞれの成長段階に応じた林業体験や木育活動を実施するとともに、林業関係団
体や教育機関等と連携し、高性能林業機械の展示・実演や林業就業体験の充実を図るほか、林業担い手育成
研修や林業への就業を希望する者を対象としたインターンシップを実施し、林業への理解促進と就業意欲の
醸成に取り組む。
　これらの取組を通じて、森林・林業及び木材利用への理解を深め、将来の林業の担い手の育成・確保を推
進し、林業従事者数の10％増加を目指す。

1

事業名 森林経営管理事業

担当課 森林整備課 事業期間 令和 年度 令和 年度

事業概要・
目的

　幼児から大人までを対象に、木育活動及び林業就業体験などを実施し、森林・林業へ
の理解を深めるとともに、木材利用の普及啓発及び将来の林業担い手の育成・確保につ
なげる。

65 67 69 71

該当年度
取組実績

　高校生を対象に、林業事業体と連携した林業就業体験を実施　1日、参加者10名
　林業の基礎知識や技術を身につける担い手育成研修を開催　12日、参加者5名

年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ１０年度

実績値 67

目標値

達成状況 達成している

決
算
額

年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ１０年度

（※職員人件費は含まない）　　（千円）

成
果

指標 林業従事者数（事業体作業員数＋自伐林家数） 名

総事業費 77,934千円

うち市費
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Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ１０年度

実績値 目標値

林業就業体験 担い手育成研修
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問題点とその要因

主な重点取組事業

重点的に取り組む事業　⑤

漁業後継者の資格取得等への支援

成果

 　漁業の担い手を育成し、小型船舶操縦士免許など漁業に必要な資格取得ができる佐賀県高等水産講習所の本
科生を修了した３名に対して、研修生負担金を補助（１人当たり３万円）し、入所にかかる費用を支援するこ
とにより、本市の漁業後継者の確保・育成を図った。

　本市における佐賀県高等水産講習所本科生の入所者数は、平成２７年度の１１名から減少傾向にあり、令和
４年度１名、令和５年度０名、令和６年度０名、令和７年度３名となっている。また、海苔養殖業の新規就業
者数も平成２７年度の１７名から減少傾向にあり、令和４年度８名、令和５年度２名、令和６年度８名、令和
７年度７名となっている。
　要因として、水産業は海況や天候による不漁や価格変動の影響を受けやすく、収入が不安定であることに加
え、早朝・夜間作業など厳しい労働環境や、船舶等の維持・更新に係る設備投資の負担が大きいことが挙げら
れる。

今後の取組方針

　佐賀県高等水産講習所や漁業協同組合等と連携し、水産業の魅力や就業支援制度について積極的な情報発信
を行い、講習所への入所者及び新規就業者の確保に努める。
　引き続き、佐賀県高等水産講習所本科生に対する資格取得支援を実施し、小型船舶操縦士免許等の取得に係
る経済的負担を軽減することで、円滑な就業及び定着を支援する。
　また、国・県等が実施する就業支援や経営支援制度との連携を図り、新規就業者が安心して漁業を開始・継
続できる環境づくりを推進する。

1

事業名 水産業一般事務経費

担当課 水産振興課 事業期間 令和 年度 令和 年度

事業概要・
目的

　佐賀県高等水産講習所本科生修了者に対して研修生負担金を補助（１人当たり３万円）
することにより、漁業後継者の確保と育成支援を行うことで海苔養殖業経営及び生産の安
定を図る。

5 5 10 10

該当年度
取組実績

佐賀県高等水産講習所本科生負担金補助　３万円／人、修了者数　３人

年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ１０年度

実績値 3

目標値

達成状況 概ね達成している

決
算
額

年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ１０年度

（※職員人件費は含まない）　　（千円）

成
果

指標 高等水産講習所修了者数 人

イメージ図等
総事業費 90千円

うち市費 90千円
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